





Study on Sustainable Electricity Policy in China:
Suggestion for Stable and Sustainable Electricity Supply Policy from 
Japanese Experience
ZHOU, Weisheng・QIAN, Xuepeng・LUO, Jinmo・NAKAGAMI, Kenichi
This article follows the previous two articles to conclude the research on electricity 
issues in China. In this article, as important reference, Japanese experience in energy field 
is summarized, focusing the measures and policy changes in during the period of economic 
rapid growth and oil shocks. Regarding the electricity demand and supply situation in 
China, several suggestions are concluded, such as developing electricity infrastructures to 
cope with the increasing demand, introducing new energy sources, promoting the 
industrial shift from energy consuming industries to high added-value industries, and 
encouraging the application of energy saving technologies and equipments. Facing the 
environmental problems, we need to consider the balance among economy, energy and 
environment (3E). Furthermore, the integrated energy policy system including the reform 
of related administrative sectors is proposed to solve the multidisciplinary problems. 
Besides, the international cooperation is regarded as the effective and efficient method for 
energy problems. The importance of establishing such a win-win international cooperative 
famework is also explained in order to ensure the long-term energy security in Asia Pacific 
regions.
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環境政策について、60 年代の事後対策→ 70 年代の事前対策→ 90 年代以降の地球環境問題対策
を経て、徐々に調整し、時代の変化に応じ、積上げてきたものである。
一方、産業構造においては、1955 年の金属・機械・化学工業の出荷額は 44.7％、1960 年に
は 56.3％、1965 年には 56.6％と上昇し、製造業の半数を超えた。重化学工業製品輸出の割合
は 1955 年には 38.0％、1960 年には 43.7％、1965 年には 62.0％と拡大した。1965 年は日本の
重工業が確立したことが確認できよう。
そして、第 1次石油危機前の 1965 年度から 1973 年度の製造業のエネルギー消費は、伸び率
が GDPの伸び率を上回り、年平均 11.8％に増大した。製造業は最終エネルギー消費量の 6割
を占めていた。その後、1973 年の第 1次石油危機以降は製造業のエネルギー消費が大きく減少
し、1973 年度から 1986 年度までの 14 年間の年平均伸び率は、マイナス 1.4％と減少傾向へ推
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次産業が GDPに占める割合は 1970 年には 43.1％、2000 年には 27.9％まで下落した。第 3次












用、朝鮮戦争特需、アメリカの援助などをてこに、終戦後の 10 年間、平均 8.5％の高い成長を




















































①電気事業の再編により、1951 年 5 月 1 日に北海道、東北、東京、中部、北陸、関西、中国、
四国、九州の九ブロック民有民営の新電力会社が設立した。また、電源開発促進法により、































事業規模（万 kW、億 kWh、1993 年）
総発電設備 発電電力量 最大電力
日　　本








発電 3、送電 1、配電 12 社による水平分割型体制。90
年発電と供給部門に競争導入
6,912 3.230 5,485
フランス 国有会社 EDFが発送配電一貫で供給。国内シェア 95％ 11,686 4,464 7,000
ド イ ツ
8大電力会社が発電シェアの 70％を確保。約 900 の小
規模配電事業者が存在
10,282 4,527 5,612





る。日本は 1952 年 11 月に日本電力調査委員会が発足し、その後、「電力五ヵ年計画」、「電力
長期計画」などを策定し、定期的な需要、供給力の想定を行い、10％程度の供給予備能力を図っ
た。図 3では、1965 年から 1973 年の 9年間だけで、総発電設備は年平均伸び率 15％程度で推
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進され、第 1次石油危機まで発電設備は 229.6 万 kWとなった。発電電力量別を見ると、1973
年には火力が 3,889 億 kWhに対し、水力は 716.7 億 kWh、原子力は 97 億 kWhとなった。そ







た。1973 年、産業用電力（鉱業、製造業、鉄道業、その他）の合計は 1,715 億 kWh、製造業





























































































































































そして、1979 年 6 月に「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省エネルギー法）が制
定され、同年 10 月に施行し始めた。また、「京都議定書」に定めた温室効果ガス削減目標を達
成するため、1998 年 6 月に「新省エネ法」が改正され、1999 年 4 月から施行された。石油危
機後から、日本は官民を挙げて省エネルギーの推進に取り組んできた結果、2002 年度にはエネ
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電源開発促進対策特別会計（電源開発促進税 42.5 銭 /kWh）
電源立地勘定 電源利用勘定
1. 電源地域振興策 1867 （1735） 1. 原子力に関する安全、安心の確立 128 （111）
2. 理解促進活動の充実 102 （95） 2. 電力系統安定化技術開発等 231 （195）
3. 安全性実証 116 （131） 3. 原子力の利用推進 129 （113）
4. 環境保全対策 12 （15） 4. 水力、地熱の利用推進 71 （82）
5. 緊急時対策 89 （88） 5. 新エネルギー等関連予算 635 693）
6. その他 29 （47） 6. その他 55 （44）
（経済産業省分　計） 2216 （2111）（経済産業省分　計） 1250 （1238）
（文部科学省分　計） 390 （396） （文部科学省分　計） 1190 （1110）
3.9%


















から 2002 年度の 46.4％に低下した。日本の産業は石油危機後から省エネルギーの努力が著し
くなされてきたことがわかる。





2.5kW～3.2kWは 4.90、3.2kW～4.0kWは 3.65 と定められている。2004 年度には、ルームエ
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アコンの主力分野はトップランナー基準を 100％達成したのである。省エネ効果は、図 9に示
すように、2.8kWの機種は冷暖房とも右肩下がり、2004 年は 1997 年度より、電力消費量が約
20％（冷暖房平均）カットした。全体として、2004 年型エアコンは 1997 年型のエアコンと比べ、
約 40％の省エネ化が進んできた。日本電機工業会（2005）の試算によると、古いタイプのエア
コンの 1/3 が 2004 年型のルームエアコンを入れ替われれば、約 65 億 kWhの電気が節約でき
るということである 10）。
このように、産業の構造転換と省エネ取り組みの結果、1973 年から 1990 年までの 18 年間に、
実質GDPは 4％近く伸びており、安定成長していた。実質GDPは、1990年度に 4,679,130 億円、
1973 年度の 2,477,090 億円に対し、2倍近くに拡大し、一方で一次エネルギー総供給は 1.3 倍（最










子力の開発に乗り出している（図 10）。原子力の総電気出力は、1973 年 7 月には 229 万 kW（商
業用発電炉五基）、1978 年には 1,285 万 kW（同 15 基）、2002 年には 4,590 万 kW（同 53 基）
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となっている。原子力発電電力は 2001 年に 3,198 億 kWhとなり、総発電電力量の 34.6％を占
めた。このほか、石炭、LNGなどによる脱石油化を促進し、石油火力依存度を大幅に低下さ
せている（図 11）。
また、『電気事業の経営』においては、季節別時間帯別料金制度（1988 年 1 月）の導入によ
る電力負荷平準化対策、広域運営、流通設備の強化と電力利用の高度化などによる電源の効率
的な運用対策を講じている。エネルギー・セキュリティや CO2 対策として、分散型電源が積
極的に導入されている。図 12 は 2001 年末の時点で日本の太陽光発電導入量が世界一となった








































































意され、エネルギー起源の CO2 を 2008 年～ 2010 年度には 1990 年比 6％削減せねばならない。
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的である。2000 年には、製造業は中国実質 GDPに占める割合が 43.6%であるが、電力需要に
は 71.6%を占めている。
しかし、電力需要の 7割を超える中国製造業のエネルギー効率は高いとは言えない。表 7で
は、2000～2004 年の間、中国の製造業 1kWh当たりの生産額は年平均で 0.478 ドル、日本高度
成長期（1966～1970）の年平均 0.986 ドルと比べ、2倍の差が出るとわかる。そして、2000 年
の実質額を比較すると、1kWh当たりで日本は 8.295 ドル、中国は 0.489 ドル、約 17 倍の差に
なる。ここで、世界銀行の購買力レート（2002）に換算すれば、2.198 ドルとなり、日本（1996
～ 2000 年）の年平均 6.168 ドルより、実は 2.8 倍の差が生じることになる。いずれにせよ、中
国では省エネのポテンシャルが大きいと言えよう。
一方、日本では、1970 年度と 2000 年度を比較すると、経済規模は約 2倍になり、製造業の
生産額は 8倍近く増加したにもかかわらず、電力消費はほぼ 2倍に止まった（製造業の電力需







































1966 年 1967 年 1968 年 1969 年 1970 年 平均値
0.904 0.955 0.985 1.023 1.061 0.986
1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 平均値
8.715 8.508 8.285 8.252 8.295 8.411
中国：製造業 1kWh当たりの
生産額（米ドル / kWh）
2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 平均値
0.489 0.490 0.471 0.466 0.474 0.478
（注）日本の製造業生産額は 1966～1970が実質額、1996～2000が 1995年価格。中国の製造業生産額は実質額。
　　　　為替レート（1966～19701ドル＝ 360円、1996～20001ドル＝ 110円；2000～2004は 1ドル＝ 8.28元）
（出所）経済産業省『鉱工業指数年報』14）、『電力調査統計月報』6）、『中国統計年鑑』15）等より筆者作成。
つぎに、経済成長に伴い、第 3次産業と家庭部門の電力需要は高いペースで増加してきた。







に対し、2004 年度は 68.6%となり、つまり 2004 年は 2003 年度より 1％下がったことがわかる。
本研究の試算では、中国の負荷率が 1％低減した場合、発電設備は約 400 万 kWを新たに必要


























































































（注）石炭火力の建設平価は 0.8 万元 /kW（中国国家予算基準）。
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現在、COP2.6 を達成していないエアコンが数多く存在し、2005 年 9 月 1 日時点までに販売
を許可されている（中国家電協会の調査では、約 1000 万台存在）。市販では COP2.6 より 
COP2.3 のほうが 400 元ほど安く、低価格を武器に販売を続けている。実に、COP2.6 はエネ
ルギー効率が高くても、10 年間に節約された電気代は 345 元で、機器コスト面のメリットが生
まれないことであると考えられる（節約電気代 345 元＝（2.3/2.3 － 2.3/2.6）kW×500 時間 /年
× 10 年× 0.60 元 /kWh）。これから、インフレに影響を与えない上、価格メカニズムを活用し、
経済的インセンティブを働かせる必要があると思われる（2005 年 5 月 1 日は産業用の電力価格
を約 6％引き上げ、民生用は殆ど現状維持である）。日本は 2度の石油危機の時、民生用の電力
価格を平均 34％引き上げたことがある。中国も、現在の価格 0.60 元を 33％引き上げ、0.80 元
まで引き上げたらよいのではなかろうか（電気代 460 元節約）。
したがって、電力供給を安定化するには、ルームエアコンの COP 基準値を高く設定する必
要がある。例えば、表 9の推測計算のように、2005 年度から 2009 年度までは、ルームエアコ
ンの COP最低基準値を 15％（2.6 → 3.0）引き上げれば、4年で市販された 4800 万台（年間 1,200
万台）のエアコンは、10 年間で約 283 億 kWhの電力消費量を節約できる〔4800 万台 ×（2.3/2.6
－ 2.3/3.0）× 10 年× 500 時間 /年＝ 283 億 kWh〕。2020 年になると、906 億 kWhが節約でき、
これは三峡ダムの年間発電量に相当することになる（三峡ダム設備容量は 1,820 万 kW、年間
最大発電量は 847 億 kWh）。
つまり、最大電力需要を 1,811 万 kWシフトして、これを石炭火力で計算すると、CO2 を約















中国 日本 アメリカ 欧州
















（注） ルームエアコン 1 台の価格は 1999 年 4000 元、2000 年 3600 元、2001 年 3200 元、2002 年 2900 元、




2005 2009 年 2013 年 2017 年 2020 年 合計
向上率（％） 15％ 15％ 14％ 7.5% 7％ ―
COP（最低基準値） 2.6 3.0 3.4 3.65 3.90 ―
期間（年度） 2005～2009 2009～2013 2013～2017 2017～2020 2020～2024 ―
新規出荷台数（台） 4000 万 4800 万 4200 万 4500 万 5000 万 2.25 億
年間電力負荷軽減（kW） 460 万 566 万 378 万 207 万 200 万 1811 万















発電方式 日　本 1 中　国 2
石炭火力発電 6.5 円 0.42 元
LNG火力発電 6.4 円 0.33 ~0.42 元
原子力発電 5.9 円 0.58 元以上
水力発電 13.6 円 0.49~0.58 元






































































そして、電力の構成について、電源開発第 11 次五カ年計画では、2020 年には石炭火力





中国では、この 20 年間に経済成長を年平均 9％実現する一方、エネルギーを大量に消費し、










































































































































伸び率で急増している。中国とアセアン諸国の間に、メコン川の開発を巡って、2001 年 12 月
に「大メコン川次区域電力貿易協調委員会」（Regional Power Trade Coordination Committee
通称 RPTCC）が設立され、2004 年 7 月に「大メコン川次区域電力貿易運営協議」（Regional 

















北路① ロシア→黒竜江 国家電力網 154 億 kWh、（2004～2013） 0.15 ～ 0.25 元 水力発電
北路② キルギス→新彊 国家電力網 300 万 kWh、（2005 年度） 0.25 元 水力発電
南路① 雲南→タイ 南方電力網 タイへ：300 万 kW、500 kV線路 タイと合弁 水力発電
雲南→ベトナム 年間 2億 kWh、220kV線路 （2004.9）0.35 元
南路② 広西→ベトナム 南方電力網 年間 1億 kWh、110 kV線路（2005.4）0.35 元 水力発電
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